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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、取締役及び監査役制度を中心としてコーポレート・ガバナンスの充実を図り、経営の効率性、健全性及び透明性を確保していく所存であ
ります。また、企業の永続的な発展のためには、企業利益の追求と社会的責任を果たすことが重要であると考え、株主を含めたすべてのステーク
ホルダーとの円滑な関係構築を目指し、企業価値を高めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

＜原則１―２―４：議決権プラットフォームの利用及び招集通知の英訳＞

　当社は、議決権電子投票制度及び議決権電子行使プラットフォーム等の利用について、株主構成や機関投資家等の意見を勘案し、その要否に
ついて引き続き検討することとしております。

＜原則２―６：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮＞

　当社は、退職金給付及び資産形成を目的とした確定給付型企業年金制度を採用しており、その積立金の管理及び運用に関しては、社外の資産
管理運用機関等と契約を締結し、運用を委託しております。現時点で運用にあたる専門知識を有した人材の登用・配置は行っておりませんが、専
門性向上に向けた外部研修への参加等を通じた人材育成を図り、年金資産の運用状況の定期的なモニタリングを実施していくことといたします。

＜原則４―１―３：CEO等の後継者計画の策定・運用とその監督＞

　当社は、最高経営責任者の後継者計画を現時点では明確に定めておりませんが、今後、後継者計画の立案の必要性が生じた場合には、取締
役会において人格・見識・実績を勘案し後継者候補と認められる人材の中から選定する方針です。

＜原則４―１１：取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件＞

　現在の取締役会の構成は、社外取締役3名を含めた6名の体制であり、いずれも当社事業上又は経営上必要となる専門的能力や知見、経験等
を有する者を取締役として選任しております。

なお、当社取締役会は、現在全員日本国籍、男性の構成であります。多様性の観点からは、企業経営者、省庁における要職歴任者、海外勤務経
験者を選任する等、国際性を含めた多様性を有していると考えておりますが、現在不在である女性の取締役の選任は重要な課題の一つと認識し
ており、今後の取締役候補者選考時において引き続き検討してまいります。

＜原則４―１１―３：取締役会の実効性についての分析・評価＞

　当社の取締役会については、現状、高い出席率、十分な議論時間の確保、社外含めた取締役及び監査役からの活発な議論・意見交換により、
実効性が十分に確保出来ていると判断しております。取締会全体としての実効性に関する分析・評価の開示については、今後の課題として認識し
ており、実施の検討を進めていきたいと考えております。

＜原則５―２：経営戦略や経営計画の策定・公表＞

　中期の経営計画については、適時開示及び決算短信あるいは有価証券報告書において、経営方針や収益目標及び配当方針について開示して
おります。その実現のための具体的施策などは、収益目標を実現するための事業戦略や投資、経営資源の配分などの説明を交え、定時株主総
会、決算説明会及び投資家向け会社説明会等の機会に説明しております。 今後は、より一層の資本効率向上を目指して、資本コストを意識した

事業計画及び資本政策の策定を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

＜原則１―４：政策保有株式＞

コーポレートガバナンス基本方針第19条をご覧下さい。

＜原則１―７：関連当事者間取引＞

コーポレートガバナンス基本方針第20条をご覧下さい。

＜原則３―１：情報開示の充実＞

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

コーポレートガバナンス基本方針第２条、以下のリンク先及び2020年1月期（第36期）決算説明会資料をご覧ください。

・企業理念：https://www.access-company.com/company/vision/

・企業行動基準：https://www.access-company.com/company/conduct/

・決算説明会資料：https://www.access-company.com/wp-content/blogs.dir/3/files/2020/03/s200313.pdf



（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレートガバナンス基本方針第２条をご覧ください。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　コーポレートガバナンス基本方針第14条をご覧ください

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　コーポレートガバナンス基本方針第6条及び第11条をご覧ください。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　取締役及び監査役の個別の選任理由については、定時株主総会招集通知に記載しておりますので、ご覧下さい。

＜原則４―１―１：取締役会の役割・責務＞

　コーポレートガバナンス基本方針第４条をご覧下さい。

＜原則４―９：独立社外取締役の独立性判断基準及び資質＞

　以下のリンク先、または第36回定時株主総会招集通知（14ページ）をご覧ください。

https://www.access-company.com/wp-content/blogs.dir/3/files/2020/03/36-20200331-1-1.pdf

＜原則４―１１―１：取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方＞

　コーポレートガバナンス基本方針第５条及び第６条をご覧下さい。

＜原則４―１１―２：取締役の重要な兼職の状況＞

　第36回定時株主総会招集通知（ 7～12ページ、29ページ）の各取締役候補等に関する説明をご覧ください。

＜原則４―１４―２：取締役のトレーニング方針＞

　コーポレートガバナンス基本方針第15条をご覧下さい。

＜原則５―１：株主との対話方針＞

　コーポレートガバナンス基本方針第18条をご覧下さい。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

NOMURA PB NOMINEES TK1 LIMITED 9,780,200 24.84

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 5,490,370 13.94

NPBN-SHOKORO LIMITED 1,937,000 4.92

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG(FE-AC) 1,342,570 3.41

みずほ証券株式会社 911,000 2.31

椎橋　正則 783,600 1.99

株式会社日本生物材料センター 698,000 1.77

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 582,300 1.48

大林　剛 550,000 1.40

金子　博昭 419,900 1.07

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 1 月

業種 情報・通信業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

細川 恒 その他 ○

宮内 義彦 他の会社の出身者

水盛 五実 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



細川 恒 ○

細川　恒氏は、当社が独自に定める「社外
役員の独立性要件」を満たしており、東京
証券取引所に独立役員として届け出てお
ります。

通商産業省（現経済産業省）において要職を歴
任されたほか、大学教授、企業経営者としての
経験を通じて、高い知見を有しており、客観的・
専門的な視点から当社への助言や業務執行に
対する適切な監督をいただくと共に、独立した
立場からの監督機能を発揮していただけるも
のと考え、選任しております。

なお、細川恒氏は、「独立性基準」に基づき独
立役員の要件を満たしており、また、同氏が代
表取締役を務めるグリーンアーム株式会社と
当社との間には、特別な利害関係は存在しな
いことから、一般株主と利益相反の生じるおそ
れがないと判断し、独立役員に指定しておりま
す。

宮内 義彦 ○

宮内　義彦氏は、当社が独自に定める「社
外役員の独立性要件」を満たしており、東
京証券取引所に独立役員として届け出て
おります。

経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基
づき、当社取締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための助言・提言・意見の表明
をいただくと共に、独立した立場からの監督機
能を発揮していただけるものと考え、選任して
おります。

なお、宮内義彦氏は、「独立性基準」に基づき
独立役員の要件を満たしており、また、同氏が
シニアチェアマンを務めるオリックス株式会社
及びそのグループ会社、取締役を務めるカル
ビー株式会社及びラクスル株式会社と当社と
の間には、特別な利害関係は存在しないことか
ら、一般株主と利益相反の生じるおそれがない
と判断し、独立役員に指定しております。

水盛 五実 ○

水盛　五実氏は、当社が独自に定める「社
外役員の独立性要件」を満たしており、東
京証券取引所に独立役員として届け出て
おります。

大蔵省（現財務省）において要職を歴任された
ほか、企業経営者としても豊富な経験と高い知
見を有しており、客観的・専門的な視点から当
社への助言や業務執行に対する適切な監督を
いただくと共に、独立した立場からの監督機能
を発揮していただけるものと考え、選任しており
ます。

なお、水盛五実氏は、「独立性基準」に基づき
独立役員の要件を満たしており、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役
員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　取締役報酬等の決定、及び代表取締役・取締役・執行役員等の選定等の手続の公正性・透明性・客観性を強化するため、取締役会の任意の諮
問機関として、代表取締役社長執行役員、独立社外取締役から構成される指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会の議長は、独
立社外取締役の中から指名・報酬委員会の決議によって選定しており、現在は取締役会長が議長となります。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会は３名（うち２名は常勤監査役）で構成されており、３名とも財務・会計に関する知見を有しております。監査役は会計監査人から監査計
画及び監査実施状況ならびに「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」等につき定期的に報告を受けて、監査結果及び会計監
査の状況を確認しています。また、監査役は当社の内部監査部門である内部監査室から監査計画ならびに監査業務遂行状況及び監査結果につ
いて定期的に報告を受けており、さらに、必要に応じて随時意見交換、情報交換を行っています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

古川 雅一 公認会計士

加藤 康雄 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

古川 雅一 ○

古川　雅一氏は、当社が独自に定める「社
外役員の独立性要件」を満たしており、東
京証券取引所に独立役員として届け出て
おります。

公認会計士としての豊富な経験と知見に基づ
き、独立の立場から監査を行っていただくと共
に、外部の視点から経営陣に有益なアドバイ
ス・監督をいただくため、選任しております。

古川雅一氏が代表社員を務める海南監査法人
と当社との間には、重要な資本関係や主要な
取引関係がなく、また古川雅一氏は、当社から
役員報酬以外の金銭その他の財産を得ており
ません。また、これ以外にも社外監査役の独立
性の阻害要因となりうる事情は存在しません。
ゆえに、当社は、古川雅一氏に独立した立場
からの監督機能を発揮していただけるものと考
えております。

なお、古川雅一氏は、「独立性基準」に基づき
独立役員の要件を満たしており、また、上記の
通り、海南監査法人と当社との間には、特別な
利害関係は存在しないことから、一般株主との
利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立
役員に指定しております。



加藤 康雄 　 ―――

銀行業務に関する豊富な知識を有しており、ま
た他社における監査役としての見識・経験等も
有していることから、それらの知見と見識を活
かした監査を実施していただくため、選任して
おります。

加藤康雄氏は、当社から役員報酬以外の金銭
その他の財産を得ておりません。また、これ以
外にも社外監査役の独立性の阻害要因となり
うる事情は存在しません。ゆえに、当社は、加
藤康雄氏に独立した立場からの監督機能を発
揮していただけるものと考えております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　当社は2020年１月期より、取締役に対する譲渡制限付株式報酬を導入しております。譲渡制限付株式報酬は、当社の取締役に当社の業績及び
株価の上昇や企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を図ることを目的として、報酬枠
（年額５億円以内）の範囲内において、譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給します。報酬は金銭債権とし、その総額は年額２億円以内（う
ち社外取締役分は年額２千万円以内）とし、各取締役への具体的な支給時期及び配分については、指名・報酬委員会に諮問の上、取締役会で決
定いたします。

　本制度の導入に伴い、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲を高め、株主重視の経営意識を高めることを目的とした報酬体系とし
て、2013年１月期より導入しておりました株式報酬型ストックオプションについては、すでに付与済みのものを除き、廃止することといたしました。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2020年度１月期の取締役及び監査役の報酬総額は、有価証券報告書及び事業報告において開示しております。内訳は以下のとおりであります。

　・　取締役報酬は６名に対するもの141,301千円、うち社外取締役３名に対するもの37,567千円です。

　・　監査役報酬は４名に対するもの29,800千円、うち社外監査役３名に対するもの17,800千円です。

注１．取締役1名は、上記支給額とは別に連結子会社から25,401千円が支給されております。

注２．上記監査役の支給人員には、2019年4月17日開催の第35回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1名を含んでおります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．役員報酬の算定方法の決定に関する方針

　取締役の報酬は、その役割と責務及び当社の年間計画、中期計画等の達成度により決定するものとし、株主との価値共有、持続的かつ中長期
的な企業価値の最大化への動機づけや、優秀な人材確保を可能とすることを基本方針としております。

２．役員報酬の種類及び決定方法



　当社は、取締役の報酬に関して、「公正性」、「透明性」が高く、業績に対する報酬として妥当な水準とするため、代表取締役社長執行役員、独立
社外取締役から構成される指名・報酬委員会による諮問を経て、取締役会決議により具体的な金額を決定しております。　取締役の報酬体系は、
「基本報酬」、「賞与」、「株式報酬」で構成され、1996年11月１日の有限責任アクセス臨時社員総会において承認された年額５億円の報酬枠の範
囲内で支給することとしており、株式報酬については、当社報酬枠のうち、年額２億円の範囲内としております。

(1)基本報酬は、各取締役の役位に基づく定額報酬とし、経営環境や他社水準等を考慮し、決定しております。

(2)賞与は、単年度の業績や個人別評価に応じて決定しており、年間計画に基づき設定した連結売上高及び連結営業利益のそれぞれの目標値に
対する達成度に応じて、役位別の基本報酬に10％を乗じた額に、連結売上高・連結営業利益の目標値に対するそれぞれの達成度に応じた業績
評価係数（０％～100％の範囲で変動）を乗じて求めた金額を合算して、算出します。なお、当該指標を評価指標として選択した理由は、当期の業
務執行の成果を総合的かつ客観的に示していると判断したためであります。

　　　　Ａ： 役位別の基本報酬　　×　　10％　　× 　　業績評価係数 （連結売上高）

　　　　Ｂ： 役位別の基本報酬　　×　　10％　　× 　　業績評価係数 （連結営業利益）

上記Ａ　　＋　　上記Ｂ ＝　　短期業績連動報酬 （賞与）

(3)株式報酬は、2019年４月17日開催の第35回定時株主総会で譲渡制限付株式報酬を導入し、株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）を廃
止し、今後新たな発行は行わないことといたしました。譲渡制限付株式報酬は、中長期の株価向上への動機づけとリテンションを目的に一定期間
の在籍を条件に支給する非業績連動部分である「在籍条件型（基本報酬の10％相当）」と中期計画等の達成度に連動する業績連動部分である
「業績条件型（基本報酬の40%相当）」で構成されます。

「業績条件型」の株式報酬は、譲渡制限付株式の割当て後、３年を経過した事業年度の末日における当社の連結売上高及び連結営業利益が計
画値（連結売上高：150億円、連結営業利益：30億円）を達成した場合にのみ、譲渡制限が解除される仕組みとなります。

また、第37期に支給される株式報酬については、役員報酬と株主価値との連動性をより明確にするため、連結自己資本利益率（ROE）、及び、株
主総利回り（TSR）を業績連動報酬の業績評価指標としております。具体的には、「業績条件型」の株式報酬の指標に関して、2024年４月に当社が
提出予定の第40期有価証券報告書に記載された第40期の連結ROEが目標値（５％）以上、かつ、第40期における当社株式の5年間のTSRが同期
間における配当込みのTOPIXの成長率との比較において上回った場合にのみ、譲渡制限期間の満了時点に譲渡制限が解除される仕組みに変
更するものとします。

　　　　Ａ： 役位別の基本報酬　　×　　10％

　　　　Ｂ： 役位別の基本報酬　　×　　40％　　×　　業績評価係数　（達成時100%、未達時0%)

上記Ａ （在籍条件型）　　＋　　上記Ｂ　 （業績条件型）　　＝　　譲渡制限付株式報酬

社外取締役を含む非業務執行取締役の報酬は、基本報酬と株式報酬（在籍条件型のみ）で構成するものとしており、監査役につきましては、基本
報酬のみで構成され、年額１億円の範囲内で、監査役の協議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社取締役会規程第６条に定める招集手続きに則り、事前に取締役会に付議する議案及び詳細を配布し、また、必要に応じて事前説明を行っ
ております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、会社法上の機関設計として、監査役会設置会社を選択しており、取締役会と監査役会という企業統治の基礎となる基本設計のほか、以
下に記載の各種会議体を設置し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。

　

取締役会は、取締役６名（うち社外取締役３名）で構成しており、会社の経営方針、経営戦略、事業計画、重要な財産の取得及び処分、重要な組
織及び人事に関する意思決定、並びに当社及び子会社の業務執行の監督を行っております。取締役会議長は、取締役会決議により、代表取締
役社長執行役員を選任しております。

取締役会は、月１回の定例開催と必要に応じた臨時開催があり、その場で迅速な意思決定を行っております。取締役会は、会社の経営方針、経
営戦略、事業計画、重要な財産の取得及び処分、重要な組織及び人事に関する意思決定、並びに当社及び子会社の業務執行の監督を通じて、
経営全般に対する監督機能を発揮し、持続的な企業価値の向上に努めております。当社の取締役会には、３名の社外取締役が選任されておりま
す。社外取締役は、取締役会及び臨時取締役会に出席し、業績その他の経営状況の把握に努め、客観的立場から助言を行い意見を述べていま
す。

監査役会は３名（うち社外監査役２名）で構成されており、各監査役による監査の実効性を確保するための体制整備に努めております。各監査役
は、監査役会が定めた監査の方針、業務分担などに従い、取締役会への出席や重要書類の閲覧などを通じて、取締役会の職務執行及び取締役
会の監督義務の履行状況について適法性監査及び妥当性監査を行っております。

　監査役会及び監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務分担などに従い、取締役会への出席や重要書類の閲覧などを通じて、取締役会
の職務執行及び取締役会の監督義務の履行状況について適法性監査及び妥当性監査を行っており、持続的な企業価値の向上に向けて、企業
の健全性を確保し、株主共同の利益のための行動を行っております。

また、取締役の職務執行の監督・牽制機能を高めるため、代表取締役、取締役、執行役員の候補者や報酬等の決定に関る諮問機関として、独立
社外取締役３名と代表取締役社長執行役員１名を構成員とする指名・報酬委員会を設置しており、取締役会長（独立社外取締役）を議長として選
任しております。

　当社は、当社グループ全体の経営に関する基本方針及び重要施策について迅速かつ適時に審議・決定することにより、効果的・効率的に経営
を推進するため、経営会議を置いております。経営会議は、代表取締役社長執行役員及び役付執行役員、並びに社長執行役員が特に指名した
者（全社内取締役、管理担当を含む全執行役員計８名）で構成され、議長は、代表取締役社長執行役員であります。原則として月１回この会議を
開催することにより、経営課題の迅速な把握と施策の決定・推進を行っております。



　また、代表取締役社長執行役員及び管理関係部門の責任者をメンバーとし、常勤監査役２名をオブザーバーとするコンプライアンス・リスク管理
委員会を設置しており、各部門のリスク状況の区分・把握・報告、規程の立案・制定を含むリスク管理体制の整備を行うとともに、未然防止策・対
応策の立案・実行その他必要な事項の実施に関し、モニタリングを行い、これらの活動状況に関し、適時取締役会に対し、報告を行っております。

　

　会計監査人につきましては、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。会計監査人は、経営者との間で定期的なディスカッショ

ンを行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、社外取締役の選任と監査役会との連携及び指名・報酬委員会の設置によって、十分なガバナンス機能及び機構を保有できているもの
と考えます。特に、産業界において卓越した経験を有し、当社経営陣に対して有効な監督能力を有する社外取締役や、業界において豊富な経験
と知見を有する社外監査役を配置することにより、経営に対する十分な監督機能を発揮できているものと確信しています。

　当社の社外取締役は、コンプライアンスやリスク管理について、自らの実践例や経験を基に、あるべき姿を提示することにより、当社の経営陣が
過ちを犯すことがないように監督することにその主たる役割と機能を有しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知については、早期発送に努めるとともに、第25回定時株主総会より、
当社ホームページに「招集ご通知」及び「決議ご通知」等を掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定 当社は１月決算であります。よって、株主総会の集中日は回避しております。

電磁的方法による議決権の行使 第23回定時株主総会より、インターネットによる議決権行使を開始いたしました。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後検討すべき事項と考えております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページ内のIR情報ページにおいて、ディスクロージャーポリシーを
掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
定時株主総会において、各連結会計年度の事業報告や連結計算書類の概要
報告に加え、今後の事業方針や技術戦略等に関する説明を行っております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通期決算及び第２四半期決算の発表日に、アナリスト・機関投資家向けに投
資に関する説明会を実施し、業績や事業進捗等に関する説明を行っておりま
す。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、適時開示情報、決算説明会資料等のIR資料を当社ウェブサイトに
掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IR活動を担当する部署と担当者を設置し、各部門との情報連携の上で、株主
をはじめとする広範なステークホルダーからの問い合わせに対応し、円滑な関
係構築を目指しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ステークホルダーの立場の尊重について、企業理念「Vision Statement」「Core Value」及び

「企業行動基準」において定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社の定める「企業行動基準」において、国際的な環境基準を視野に入れ、省資源、省エ
ネルギー、リサイクルおよび環境保全に努めることを定めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

会社法、金融商品取引法、各種法令及び東証「有価証券上場規程」等を遵守するととも
に、当社の定める「企業行動基準」において、「経営状況および企業活動の内容について
適正な評価や理解を得るために、必要かつ十分な情報の開示」を行うことについて定めて
おります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（業務の適正を確保するための体制）

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務ならびに当該株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保する体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

１．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(1)企業理念「Vision Statement」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方針及び基本的価値観とするほか、実践すべき行動の基準・規範

を定めた「企業行動基準」、「コンプライアンス・リスク管理規程」等を制定し、周知徹底を図る。

　(2)取締役会において取締役会規程を制定し、当該規程に定める基準に従って会社の重要な業務執行を決定する。

　(3)取締役会が取締役の職務の執行を監督するために、取締役は、会社の業務執行状況を定期的に取締役会に報告するとともに、他の取締役
の職務執行を相互に監視、監督する。

　(4)取締役の職務執行状況は、監査基準及び監査計画に従い、社外監査役を含む監査役の監査を受ける。

　(5)株主総会において知識・経験の豊富な社外取締役を選任し、良識に基づいた大所高所からの意見、助言を得る。

　(6)「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を整備し、匿名及び外部窓口経由による方法も含め、コンプライアンス関連の通報、相談
を受け付ける。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に対して不利益となる措置を行わない。

　(7)社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織全体として毅然とした態度で対応し、取引関係その他一切の
関係をもたない体制を整備する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　(1)取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、書面（電磁的記録を含む）により作成、保
管、保存するとともに、取締役、監査役、会計監査人による閲覧、謄写に供する。

　(2)取締役の職務の執行に係る情報については、法令又は「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に従い、必要十分
な情報開示を行う。

　(3)情報セキュリティについては、「ACCESSグローバル情報セキュリティ基本方針」、「情報セキュリティガイドライン」等を策定するとともに、「情報
セキュリティ委員会」の設置、開催を通して、情報セキュリティ管理体制を整備し、安全かつ適正な情報資産の保有、活用、管理に取り組む。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　(1)「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、各部門及び各子会社のリスク管理業務を統括し、リスク管理の基本方針、推進体制、リスク
管理に関する規程の立案その他重要事項を総合的に決定する。

　(2)「コンプライアンス・リスク管理委員会」は、各部門及び各子会社について監視すべきリスクを識別し、関連する各部門、プロジェクトチーム及び
役職員からのインプットに基づいて、リスク及びコントロール状況のモニタリングを行う。

　(3)当社及び当社子会社の経営に重大な影響を及ぼすような危機的なリスクが、万が一発生した場合には、代表取締役社長執行役員を本部長
とする対策本部を設置し、外部アドバイザーと連携して、迅速な対応を行うことにより損害を最小限に抑えるとともに、再発防止のための対策を講
ずる。

　(4)経営上の重大なリスクへの対応方針その他損失の危険に関する重要な事項は、経営会議において十分な審議を行うほか、特に重要なもの
については取締役会で報告する。

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　(1)経営上の意思決定と業務執行との分離、迅速な意思決定及び権限と責任の明確化を図る観点から、執行役員制度を採用する。取締役会
は、会社法に従い経営戦略及び重要な業務執行の決定並びに業務執行の監視・監督の機能を担い、代表取締役及び一部の業務担当取締役並
びに各部門の長の中から選任された者は、執行役員として業務を執行する。

　(2)代表取締役社長執行役員及び役付執行役員、並びに社長執行役員が特に指名した者で構成される経営会議を設置し、当社グループ全体の
基本方針及び重要な業務執行事項について審議し、取締役会で決定すべき事項を除きその決定を行う。

　(3)企業理念を踏まえて、当社グループ全体の中期経営計画及び年次事業計画・予算を策定し、その進捗を確認する。また、原価管理や経営情
報の迅速かつ正確な把握を可能にするために、必要な基幹システムを構築する。

　(4)組織、権限及び業務分掌に関する社内規程を制定し、役割、権限、責任及び手続の明確化を図る。

５．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

　当社及び当社子会社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある国内外の法令の定めに従い、健全な内部統
制環境の保持に努め、全社及び業務プロセスにおける統制活動を強化し、評価、維持、改善等を行うことで、財務報告の信頼性と適正性を確保す
る。

６．当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(1)企業理念「Vision Statement」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方針及び基本的価値観とするほか、すべての社員が実践すべき

行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」、「コンプライアンス・リスク管理規程」等を制定し、周知徹底を図る。問題があった場合には、就業規則
に従い、厳正な処分を行う。

　(2)代表取締役社長執行役員は、機会があるごとに、コンプライアンス（法令遵守、企業倫理）の重要性及びこれに真剣に取り組む会社の方針・
決意を社員に伝達する。

　(3)「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を整備し、コンプライアンス関連の通報、相談を受け付けるとともに、運用状況を定期的に
監査役に報告する。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に対して不利益となる措置を行わない。

　(4)代表取締役社長執行役員直轄の内部監査室を設置し、定期的に内部監査を実施し、被監査部門に改善点等をフィードバックするとともに、代
表取締役社長執行役員及び監査役にその活動状況を報告する。内部監査室長は、取締役会及び監査役会を除き、必要に応じて、一切の社内会
議に出席する権限を有する。

　(5)「コンプライアンス・リスク管理委員会」及び法務部門が中心となって、コンプライアンスに関する社員向けセミナー、研修を開催し、教育、啓発
活動を行う。

７．当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

　(1)子会社の取締役又は監査役として、当社の取締役、監査役、執行役員又は社員を派遣する。派遣された者は、子会社の取締役又は監査役と
して、子会社の取締役の業務執行の監視・監督又は監査を行う。

　(2)子会社の事業計画、経営状況、業務執行の状況等は、経営会議若しくは、代表取締役社長執行役員及び役付執行役員が特に指名した者か



ら構成される海外取締役会に報告させることにより、当社グループ全体の業務執行状況の適時把握を図り、必要に応じて改善点等を指摘する。

　(3)各子会社は、自社の規模、事業の性質、所在国その他会社の特性を踏まえて、当社と連携をとりつつ、独自に内部統制システムの整備を行
う。

　(4)企業理念に加え、当社グループ役職員全員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」を制定し、周知徹底を図る。また、所在
国の状況に応じて各子会社は、「コンプライアンス・リスク管理規程」等を制定し、実践する。

　(5)当社と子会社間の取引条件については、統一的な取引スキームを設定して、いずれかに著しく不利益となったり、恣意的なものとなったりしな
いようにする。

８．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　(1)監査役から必要として要請があったときには、監査役の指揮命令下に監査役の職務を補助すべき社員を配置する。

　(2)監査役の職務を補助すべき社員の人数、資格等に関しては、監査役と代表取締役社長執行役員との間の協議により決定する。

９．監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

　(1)監査役の職務を補助する社員は、監査役の指揮命令下に置かれ、その業務に専念する。

　(2)監査役の職務を補助する社員の任命、異動等に関しては、監査役と代表取締役社長執行役員との間の協議により決定する。

　(3)監査役の職務を補助する社員の人事考課、目標管理等については、常勤監査役が行う。

10．当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　(1)監査役は、取締役会の他、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。

　(2)当社及び当社子会社の取締役、執行役員、社員は、監査役の求めに応じて、各社の業務執行の状況を報告する。

　(3)当社及び当社子会社の取締役は、各社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、直ちに監査役会に報告する。

　(4)当社は、当社及び当社子会社の取締役及び使用人が、監査役への報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止する。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　(1)社外監査役として、企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘し、代表取締役社長執行役員や執行役員等、業
務を執行する者からの独立性を保持する。

　(2)監査役会は、代表取締役社長執行役員と定期的に会議をもち、重要課題等について協議、意見交換を行う。

　(3)監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、必要に応じて、内部監査室に調査を依頼することができる。

　(4)監査役は、会計監査人と定期的に会議をもち、意見及び情報の交換を行う。

　(5)監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを請求した場合、速やかに応じる。

　

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

　当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切な運用に努めております。当事業年度における業
務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

１．取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項

　取締役会は、提出日現在、社外取締役３名を含む取締役６名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も出席しております。取締役会は、
月１回の定例開催と必要に応じた臨時開催があり、重要な意思決定、職務執行の状況報告等について活発な意見交換が行われ、監督がなされ
ており、実効性が確保されております。

２．リスク管理に関する事項

　代表取締役社長執行役員及び管理関係部門の責任者をメンバーとし、常勤監査役２名をオブザーバーとするコンプライアンス・リスク管理委員
会を設置しており、各部門のリスク状況の区分・把握・報告、規程の立案・制定を含むリスク管理体制の整備を行うとともに、未然防止策・対応策
の立案・実行その他必要な事項の実施に関し、モニタリングを行い、これらの活動状況に関し、適時取締役会に対し、報告を行っております。

３．コンプライアンスに関する事項

　当社グループの役職員に対し、コンプライアンス意識の向上に努めるため、定期的にコンプライアンスセミナー、その他研修を開催いたしており
ます。また、「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を整備した上で、内部通報窓口を開設し、問題の早期発見、早期解決に取り組ん
でおります。

４．内部監査に関する事項

　内部監査室により、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、規程その他社会規範等に則し、適切な業務運営がなされているか、書
類の閲覧及びヒアリング等を通じて監査を行っております。内部監査室長は、これらの監査結果について、取締役及び監査役並びに執行役員が
出席する経営会議において報告を行っております。

５．監査役監査に関する事項

　常勤監査役２名は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席するほか、役職員に対し個別のヒアリングを行うことにより、取締役の業
務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認するとともに、会計監査人及び内部監査室とも情報交換を行っており、経営監視機能の強
化及び向上を図っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．基本的な考え方

　当社は、企業市民として、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、その圧力に屈することなく、組織全体として毅然とし
た態度で対応し、取引関係その他一切の関係をもたない体制を整備することとし、「内部統制システムに関する基本方針」に明文化しております。

２．社内体制の整備状況

　当社は、企業行動基準を制定し、その中で反社会的勢力との関係排除及び対決を宣言するほか、「反社会的勢力排除規程」において、組織とし

ての対応方法を定め、不当要求が発生した場合の対応窓口（総務部）による情報の一元管理を行っております。また、社団法人警視庁管内特殊

暴力防止対策連合会（特防連）及びその下部組織である特殊暴力防止対策協議会（特防協）に加入し、定例会、講習会等に積極的に参加するこ

とで、情報収集及び関係各署との密接な連携体制構築を図るほか、全社員に対して実施するコンプライアンス研修において、反社会的勢力との

関係遮断の重要性について、周知・徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、「当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針」に関して、2016年４月13日開催の第32回定時株主総会終結の時をもって廃止いた
しました。

　なお、当社は、今後も当社の企業価値・株主共同の利益の継続的な維持向上に取り組んでまいります。

　また、買収防衛策の廃止後も、当社株式の大量買付行為を行おうとする者に対しては、大量買付行為の是非を株主の皆様に適切に判断いただ
くために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、
金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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取締役（6名）
うち社外取締役（3名）

監査役（3名）
うち社外監査役（2名）

監査役会

株主総会

指名・報酬委員会（4名）
うち社外取締役（3名）

会計監査人
（監査法人）

取締役会

【業務執行体制】

選任・解任
選任・解任
報酬（枠）の決定

報告

選任・解任
報酬（枠）の決定

監査・報告

諮問

会計監査
監査執行役員の

選任・監督
経営上の重要事項の付議
業務執行の報告

執行役員

経営会議（8名）

代表取締役

取締役（社内のみ）

各部門及びグループ会社

コンプライアンス・リスク
管理委員会

コーポレート部門

内部監査室（3名）

監査

監査

報告

提言

【参考資料：模式図】
〈コーポレート・ガバナンス及び内部統制体制〉

連携 連携
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〈企業統治の体制概要〉

役職名 氏名 取締役会 監査役会 経営会議 指名・報酬
委員会

コンプライアンス・
リスク管理委員会

代表取締役
社長執行役員 大石 清恭 ◎ ◎ ○ ◎

取締役
専務執行役員 夏海 龍司 ○ ○

取締役
専務執行役員 植松 理昌 ○ ○

取締役会長
（社外） 細川 恒 ○ ◎

取締役
（社外） 宮内 義彦 ○ ○

取締役
（社外） 水盛 五実 ○ ○

常勤監査役 中江 隆耀 △ ◎ △ △

監査役
（社外） 古川 雅一 △ ○

常勤監査役
（社外） 加藤 康雄 △ ○ △ △

各機関ごとの構成員は以下のとおりです。
(注) １．◎は議長又は委員長、〇は構成員、△は出席者を表しております。
２．経営会議及びコンプライアンス・リスク管理委員会の構成員には、上記のほか関係する業務運営組織の長等が含まれます。
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取締役会（承認）

取締役 経理部・関連部門 各部門・子会社

決定事実 発生事実決算情報

情報取扱責任者
情報開示事務局（経営企画部・経理部・総務部）

証券取引所 報道機関等当社ホームページ

報 告

経営会議（審議）

報 告
付 議

連 携

情報開示

〈会社情報の適時開示にかかる社内体制〉


